
令和４年度経営事項審査について 

１ 審査基準の改正  

 令和４年４月１日の経営事項審査の改正事項はありません。 

 経営事項審査の改正事項は、随時、県監理課ホームページに掲載してお知らせして

いきます。 

２ 令和４年度経営事項審査の留意点等 

（１）各種様式について 

経営事項審査の各種様式については、県監理課ホームページからダウンロード

できますので、御活用ください。 

   令和４年度（２０２２年度）の経営事項審査申請書はピンク色の色紙を使用し、

カラー印刷により作成してください。（添付書類は従来どおり色紙は不要です。） 

（２）経営事項審査申請書について 

   経営事項審査申請書の下段に、「県指名願申請希望の有無欄」を追加していま 

すので、該当する方に○印をつけてください。 

上記以外に様式の変更はありません。 

（３）経営事項審査添付書類について 

  ① 令和３年４月１日の経営事項審査の改正に伴い、令和４年度経営事項審査か 

   ら新たに以下の２点の様式を提出していただきます。 

○「ＣＰＤ単位を取得した技術者名簿（技術職員名簿に記載のある者を除く） 

（様式第４号）」 

     ⇒作成方法は、別紙１を参照ください。 

○「技能者名簿（様式第５号）」 

     ⇒作成方法は、別紙２を参照ください。 

② 令和４年度経営事項審査から「工事種類別完成工事高付表」の提出は不要

です。 ※様式からも削除しています。 

（４）経営事項審査時の持参書類について 

   持参書類に変更はありません。 



３ 令和５・６年度県工事入札参加者資格審査申請（指名願）について 

 令和４年度経営事項審査時に、令和５・６年度の県工事入札参加者資格審査申請（指

名願）を受け付けます。

令和５・６年度に県が発注する建設工事に係る競争入札に参加しようとする建設業

者は、「令和５・６年度県工事入札参加者資格審査（格付）について」を参照のうえ、

必要書類を持参してください。

 ４ その他  

（１）円滑な審査の実施について 

経営事項審査を円滑に実施するために、次のことに御協力ください。

① 審査は、「建設業許可申請書」から確認します。許可申請書、役員の一覧、

経営業務管理責任者、専任技術者の個所に付箋紙を貼付するなどして、審査

者がスムーズに確認できるよう御協力ください。（業種追加、役員の変更等

を行っている場合も同じ）

② 住民税特別徴収税額を通知する書面に、使用人の一覧表の通番を記入して

ください。（鉛筆で可）

③ 技術職員については、技術職員名簿と使用人の一覧表の通番を一致させて

ください。

④ 技術職員の資格を確認できる書類は、経審申請書の「技術職員名簿」と同

じ順番に並べる等、確認しやすいようにしてください。

⑤ 契約書は、「完成工事高内訳書」に記載した順番に並べ、インデックスを

つけるなど整理したうえで、持参してください。

⑥ 「完成工事高内訳書」の工期は、年月の記載となりますが、現場専任が必

要な工事に配置されている技術者が、別の工事の同じ年月に重複して配置さ

れている場合は、工期欄に日付まで記入してください。（鉛筆で可）

  また、工事に余裕期間が設定されている場合は、余裕期間中は技術者の配

置は不要であるため、実際に工事に着手した日付を余白に記載してください。

⑦ 機械の所有確認書類が市町村に申告した償却資産課税台帳の場合は、課税

台帳に該当する機械の番号を記載してください。（鉛筆で可）

（２）１１月１日の予約受付について 

   ８～９月決算法人は、令和４年（２０２２年）１１月１日（火）から前年度提

出済の変更届出書（事業年度終了）の副本を持参することで予約できることとし

ています。この予約のための、１１月１日早朝から広域本部（地域振興局）土木

部への来庁はお控えください。

   ※やむを得ない都合により、特定の審査日での受審を希望する場合は、監理課

（直通０９６－３３３－２４８５）に御相談ください。



様式第４号
（用紙A４）

   年   月   日

通番 氏名 生年月日 CPD単位

0
55
55

  なお、小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

CPD単位を取得した技術者名簿

  別記様式第25号の14・別紙２に記載のない者について作成すること。

１ この表は、審査基準日における許可を受けた建設業に従事する職員のうち、建設業法第七条第二号イ、ロ若しくはハ又
  は同法第十五条第二号イ、ロ若しくはハに該当する者又は一級若しくは二級の第一次検定に合格した者であって、規則

2 ｢CPD単位｣の欄には、技術者がＣＰＤ認定団体によって修得を認定された単位数を、告示別表第十八の左欄に掲げる
  CPD認定団体ごとに右欄に掲げる数値で除し、30を乗じた数値を記載すること。

CPD単位総計（①＋②）

記載要領

（技術職員名簿に記載のある者を除く）

上記技術者が取得したCPD単位の合計（①）
技術職員名簿に記載のある技術職員が取得したCPD単位合計（②）

技術職員名簿に記載のある技術者については、記載不要です。

技術職員名簿のCPD
単位の合計を記入す
ること。

項番６１のCPD単位取得数

と一致と一致します。

○各技術者のCPD単位は、以下の算式で算出される数値となります。

※小数点以下の端数は切り捨てです。
※１人の技術者のCPD単位の上限は３０です。
※１人の技術者のCPD単位は、１つのCPD認定団体の単位をもとに算出します。

（例１）技術者A
（一社）全国土木施行管理技士会連合会 CPD単位１３単位
１３÷２０×３０＝１９．５
小数点以下の端数は切り捨てのため、１９単位となる。

（例２）技術者B
（公社）日本建築士会連合会 CPD単位１３単位
１３÷１２×３０＝３２．４
１人の技術者の上限は３０単位であるため、３０単位となる。

別紙１



様式第５号
（用紙A４）

  年  月  日

通番 氏名 生年月日 評価日
レベル
向上の有無

控除対象

7 監理 次郎 S35.6.13
8 水前寺 花子 S44.3.30 R2.6.30 ○

15 山田 次郎 H3.12.10

合計 3（人） 1（人） 0（人）

技能者名簿

  該当する者（ただし、建設工事の施工の管理のみに従事した者は除く。）について作成すること。
２ ｢評価日｣の欄には、技能者が審査基準日以前において認定能力評価基準により評価を受けている場合、その最も新しい
  評価を受けた日を記載すること。
３ ｢レベル向上の有無｣の欄には、審査基準日以前三年間に、能力評価基準により受けた評価の区分が、審査基準日の三年

１ この表は、審査基準日における許可を受けた建設業に従事する職員のうち、審査基準日以前三年間に、建設工事の施工
  に従事した者であって、建設業法施行規則第十四条の二第二号チ又は同条第四号チに規定する建設工事に従事する者に

５ 本表の最後の行には、作成対象となる技能者、｢レベル向上の有無｣の欄に○印が記載された者、｢控除対象｣の欄に○印

４ ｢控除対象｣の欄には、審査基準日の３年前の日以前に能力評価基準により評価が最上位の区分に該当するとされた者の

  が記載された者、それぞれの合計人数を記載すること。

  場合に、○印を記載すること。 

記載要領

  前の日以前に受けた最新の評価の区分より１以上上位であった者に該当する場合に、○印を記載すること。

審査基準日以前３年間に１以上レベルアップした場
合に「○」を記入すること。

例）水前寺花子さん
R２．６．３０に「レベル３」の評価
審査基準日の3年前の日以前は評価無し

評価を受けていない者とレベル１は同等と審査しま
すので、評価無しからレベル１となった場合、レベル
向上の有無に「○」を記入することはできません。

１以上レベルアップとして評価の対象となるのはレ

ベル２以上の評価を受けてからです。

審査基準日以前において、能力
評価基準による評価を受けた最
も新しい評価を受けた日を記入
すること。

審査基準日の3年前
の日以前にレベル4を
受けている者がいる
場合、「○」を記入し
ます。

通番は、

使用人一

覧表の通

番を記入

すること。

項番６２の「技能者数」と一

致します。

項番６２「技能レ

ベル向上者数」と

一致します。

項番６２「控除

対象者数」と一

致します。

技能者とは、審査基準日以前３年間に建設工事の施工に従事した者（施工体制台帳の作業員名簿
に記載された者）で、監理技術者や主任技術者といった建設工事の施工の管理のみに従事した者
は除きます。
※技能者も6か月を超える恒常的雇用関係が必要です。

別紙２



令和５・６年度県工事入札参加者資格審査（格付）について 

令和 4年（2022 年）3月 

１ 入札参加者資格審査申請 

県が発注する建設工事の競争入札に参加するためには、業種ごとに入札参加者資格の

認定を受ける必要があります。 

資格の審査は、２年に１回行うことを定期としており、県が発注する建設工事に係る

競争入札に参加しようとする建設業者は、２年に１度、入札参加者資格審査申請書 

（＝指名願）の提出が必要となります。 

※ 次のいずれかに該当する場合、申請は受け付けません。 

① 国税、県税に未納がある者の申請 

② 健康保険、厚生年金保険又は雇用保険に未加入である者（適用を除外されている 

場合を除く）の申請 

③ 建設業許可を有していない業種の申請 

④ 経営事項審査を受審していない業種の申請 

⑤ 直前２か年又は３か年の事業年度における完成工事高に実績がない業種 

令和 5・6年度（2023・2024 年度）の熊本県工事入札参加者資格認定を受けるためには、 

令和４年度（2022 年度）に指名願の提出が必要です！

【提出時期】 

・熊本県知事許可業者  → 令和４年度（2022 年度）の経営事項審査申請時 

・国土交通大臣許可業者 → 令和５年(2023 年)１月（※詳細は別途案内） 

【提出書類】 

 ・令和 5･6 年度（2023･2024 年度）熊本県工事入札参加者資格審査申請書（建設工事） 

 ＊申請要領や様式、その他詳細は、 

熊本県ホームページ（https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/98/127161.html） 

を参照してください。 



２ 格付の方法等 

（１）土木一式・建築一式・電気・管・舗装 （＝ 格付５業種） 

経営事項審査における総合評定値（Ｐ点） 

県独自に定める格付基準（R5.3 下旬に決定予定）に基づく評価 

         加点要素・・・工事成績、表彰、社会的貢献度、合併の状況など 

         減点要素・・・粗雑工事、指名停止の状況など 

業種毎に建設業者を各等級に区分 

         土木 ＝ Ａ１、Ａ２、Ｂ、Ｃ、 建築 ＝ Ａ１、Ａ２、Ｂ、Ｃ、Ｄ 

         電気・管・舗装 ＝ Ａ、Ｂ、Ｃ 

※ 各等級の区分には、総合点数（〇点以上）、平均完成工事高（〇円以上）、

１級技術者数（〇人以上）、自己資本額（〇円以上）などの資格要件があり

ます。 

（２）上記以外の２４業種 

経営事項審査における総合評定値（Ｐ点）のみで順位付け 

  ※合併特例措置を適用されている場合を除く 

経営点
（客観的評価）

総合点数

【技術点の評価項目の確認方法】 

（１）経営事項審査時に確認するもの 

    官公庁元請完成工事高、総職員数、技術職員の有資格者数 など 

（２）県による調査で確認するもの 

    県発注工事の成績評定、県研修会の受講、労働安全の取組 など 

（３）建設業者からの技術事項等評価項目申請により確認するもの

    防災協定の締結（※）、消防団員・消防団協力事業所、男女共同参画の推進、

障がい者の雇用、不当要求防止責任者講習の受講、新規学卒者の雇用 など 

（※）締結先は熊本県又は県内市町村に限るため、経審における評価と異なります。

令和 5・6年度（2023・2024 年度）の熊本県工事入札参加者資格審査（格付）に係る 

技術事項等評価項目申請は、令和 5年（2023 年）1月に受け付けます！ 

＊申請方法や受付期間等は、令和４年(2022 年)11 月頃に公表。

※格付５業種に係る指名願を提出し、受付が完了している場合に申請が可能です。 

※技術事項等評価項目申請の提出がなければ、その分は加点されません。

技術点
（主観的評価）

経営点
（客観的評価）



３ 技術点の評価項目の見直し 

 令和５・６年度熊本県工事入札参加者資格審査に係る格付基準について、次の２点 

の見直しを予定しています。 

熊本県 SDGs 登録事業者とは 

（熊本県 SDGs 登録制度） 

SDGs に積極的に取り組む企業や団体等を後押しし、県内における SDGs の取組みの裾野 

を広げるため、これらに取り組む事業者等を県が登録するもの。 

   【対 象 者】熊本県内に事業所等を置く法人、団体又は個人事業主等 

【要  件】・2030年の目指す姿や環境・社会・経済の三側面の重点的な取組みを明確 

に示していること。 

・自らの活動と SDGs の 17のゴール及び 169 のターゲットとの関連付けが 

なされていること。 

・県税等租税公課の滞納がないこと。熊本県暴力団排除条例第 2条に規定 

する暴力団、暴力団員、暴力団密接関係者でないこと。その他、公序良 

俗に反する行為及び重大な法令違反がないこと。 

【登録期間】3年間（更新、辞退有）       

【登録申請】年 2回 

 【メリット】SDGs の達成に積極的に取り組む企業等として県ホームページ等で対外的に 

PR。オリジナルロゴマークの使用可。その他金融機関等による伴走支援。 

   【担 当 課】熊本県企画課 TEL:096-333-2019 

         https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/18/#ka_headline_2 

継続学習制度（CPD（S））については、令和３年度から経営事項審査で評価されており、評価項目の重複解

消を図るため 

「継続学習制度（CPD（S））の単位取得状況」の技術事項等評

価項目を廃止予定です。 

県では、令和３年（２０２１年）３月に策定した「新しいくまもと創造に向けた基本方針」において、広

く SDGs の考え方の普及を図るとともに、その理念に沿った取組みを加速することにより地方創生を推進す

ることとしていることから 

「熊本県 SDGs 登録事業者」に登録された建設業者を技術事項

等評価項目で加点予定です。※点数等について今後検討。

 ※令和４年度までに登録された事業者を評価予定です。入札参加予定の建設業者の皆様の積極的な登録を 

お願いします。 

第 3期：R4.4.20～5.31 申請受付    R4.8 頃登録予定 

第 4期：R4.10 頃申請受付予定 R5.2 頃登録予定



熊本県工事入札参加者資格申請（指名願）変更届について 

令和 4年（2022 年）3月 

県内工事（熊本県内に主たる営業所を置く建設業者）の場合 

【変更届出が必要な事項（R4.4.1 以降）】 

○主たる営業所の商号又は名称、法人の代表者、所在地、郵便番号、電話番号を 

 変更した場合 

※別途、建設業許可に係る変更届出書の提出も必要です。 

○指名願の取下げをする場合 

【提出先（従来どおり）】 

 熊本県土木部監理課建設業班（行政棟本館 11階） 

 〒862 8570 熊本市中央区水前寺 6丁目 18 1 

【提出部数（従来どおり）】 

 2 部（会社控えが不要の場合は 1部で可） 

【提出方法（従来どおり）】 

 郵送又は持参 

 ※郵送の場合で、かつ、会社控えが必要な場合は、宛名を記入し切手を貼付し 

た返信用封筒を同封してください。 

【提出様式（従来どおり）】 

 変更届［県内工事］ 

 ※様式は、熊本県ホームページ（土木部監理課）からダウンロードしてください。 

※添付書類は不要です。 

熊本県の工事入札参加者資格申請（指名願）に変更事項が生じた場合は、速や

かに変更届の提出をお願いしています。 

令和４年（２０２２年）４月１日以降、 

「実印又は使用印」を変更した場合の届出は不要 

です。 


